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平成平成平成平成１６１６１６１６年年年年１２１２１２１２月期月期月期月期    個別財務諸表個別財務諸表個別財務諸表個別財務諸表のののの概要概要概要概要                      平成 17 年 2 月 25 日 

上場会社名  ダイナパック株式会社                 上場取引所       東京証券取引所 

         （旧会社名  日本ハイパック株式会社）                   名古屋証券取引所 

コード番号    ３９４７                             本社所在都道府県   愛知県 

（ＵＲＬ http://www.dynapac-gr.co.jp） 

代 表 者    代 表 取 締 役 社 長   飯 田 真 之 

問合せ先     責任者    執 行 役 員 経 理 部 長   辻    吉  博         ＴＥＬ （０５２） ９７１－２６５１ 

決算取締役会開催日  平成 17 年 2 月 25 日                   中間配当制度の有無   有 

定時株主総会開催日  平成 17 年 3 月 25 日                   単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 

 

１．16 年 12 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日) 

(１)経営成績                                   (注)記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益         経 常 利 益         

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

百万円     ％

１６，０４９         ― 

２０，１３０      ２．９ 

百万円     ％

△１２４       ― 

４５       ―  

百万円     ％

６４        ― 

２７９     ９９．８ 

 
 

当期純利益 
１株 当 たり

当期純利益

潜在株式調整後 
1株当たり当期 

純利益  

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 

経常利益率

 

16 年 12 月期 
16 年 3 月期 

百万円   ％ 

△２７３      ― 

２７４      ― 

円  銭

△９  ２７

９  ２２

円  銭

  ―

８  ９４

％

― 

１．８ 

％ 

０．３ 

１．２ 

％

０．４ 

１．４ 

(注)①期中平均株式数         16 年 12 月期     29,466,032 株     16 年 3 月期     29,811,875 株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

④平成 16 年 12 月期は 9 ヶ月決算のため、対前期比較は行っておりません。 

(２)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中  間 期  末 

配当金総額 

(年  間) 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

円  銭 

 ２  ５０ 

５  ００ 

円  銭

２  ５０ 

２  ５０ 

円  銭

― 

２  ５０ 

百万円

７６   

１４６   

％ 

― 

５４．２ 

％

０．５ 

１．０ 

 

(３)財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

百万円 

２３，２２６   

２３，８５６   

百万円

１５，３６１   

１５，１７４   

％ 
６６．１ 

６３．６ 

円      銭

４９９       ６２ 

５２５       ３９ 

(注)①期末発行済株式数       16 年 12 月期     30,745,661 株     16 年 3 月期     28,882,873 株 

②期末自己株式数         16 年 12 月期      1,000,526 株     16 年 3 月期      2,863,314 株 

 
２．17 年 12 月期の業績予想(平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 12 月 31 日) 

業績予想につきましては、当社は平成17年1月1日を合併期日として、ダイナパック株式会社（旧大日本紙業株式会社）
と合併しましたので、合併存続会社の当該事項に含めて記載しております。 
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 貸  借  対  照  表  
                                                                      （単位：千円） 

当 会 計 年 度 
(平成 16 年 12 月 31 日現在) 

前 会 計 年 度 
(平成 16 年 3月 31 日現在) 

      期  別 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 

増減金額 

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 

Ⅰ 流 動 資 産 10,250,986 44.1 9,992,429 41.9 258,556

1.現 金 及 び 預 金 464,441 600,963  △136,522

2.受 取 手 形 2,257,113 2,088,434  168,678

3.売 掛 金 4,890,656 4,277,377  613,279

4.製 品 141,873 160,142  △18,268

5.半 製 品 16,635 18,995  △2,360

6.原 材 料 170,271 180,607  △10,336

7.仕 掛 品 39,334 40,779  △1,444

8.貯 蔵 品 80,151 81,125  △974

9.繰 延 税 金 資 産 245,757 111,328  134,428

10.短 期 貸 付 金 1,707,750 2,165,320  △457,570

11.その他の流動資産 262,800 295,354  △32,554

貸 倒 引 当 金 △25,800 △28,000  2,200

Ⅱ 固 定 資 産 12,975,424 55.9 13,863,776 58.1 △888,351

(1)有 形 固 定 資 産 7,820,249 33.7 7,967,121 33.4 △146,872

1.建 物 1,811,530 1,913,674  △102,144

2.構 築 物 142,075 124,813  17,262

3.機 械 及 び 装 置 1,947,041 2,098,600  △151,559

4.車 両 運 搬 具 25,798 13,063  12,734

5.工具器具及び備品 102,984 108,545  △5,561

6.土 地 3,677,226 3,681,127  △3,900

7.建 設 仮 勘 定 113,593 27,296  86,296

(2)無 形 固 定 資 産 9,263 0.0 10,610 0.0 △1,346

(3)投 資 そ の 他 の 資 産 5,145,911 22.2 5,886,044 2４.7 △740,133

1.投 資 有 価 証 券 1,120,060 1,580,224  △460,163

2.関 係 会 社 株 式 3,371,690 3,358,890  12,800

3.長 期 貸 付 金 7,835 21,405  △13,570

4.長 期 前 払 費 用 43,442 74,096  △30,654

5.繰 延 税 金 資 産 334,724 553,298  △218,573

6.そ の 他 の 投 資 等 275,749 311,714  △35,964

貸 倒 引 当 金 △7,591 △13,585  5,993

資 産 合 計 23,226,410 100.0 23,856,206 100.0 △629,795
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                                                                           （単位：千円） 

当 会 計 年 度 
(平成 16 年 12 月 31 日現在) 

前 会 計 年 度 
(平成 16 年 3月 31 日現在) 

      期  別 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 

増減金額 

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ 

Ⅰ 流 動 負 債 6,765,281 29.1 7,610,916 31.9 △845,634

1.支 払 手 形 479,381 376,553  102,828

2.買 掛 金 2,323,427 2,115,759  207,668

3.短 期 借 入 金 2,800,000 4,300,000  △1,500,000

4.1 年以内返済長期借入金 100,000 100,000  ―

5.未 払 金 393,323 118,846  274,477

6.未 払 法 人 税 等 38,450 18,274  20,176

7.未 払 費 用 358,191 232,729  125,462

8.預 り 金 103,915 45,648  58,266

9.賞 与 引 当 金 104,768 203,597  △98,828

10.その他の流動負債 63,822 99,508  △35,686

  

Ⅱ 固 定 負 債 1,099,927 4.8 1,070,442 4.5 29,485

1.長 期 借 入 金 250,000 325,000  △75,000

2.退 職 給 付 引 当 金 738,144 611,159  126,985

3.預 り 保 証 金 111,783 134,283  △22,500

負 債 合 計 7,865,209 33.9 8,681,358 36.４ △816,149

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 6,700,000 28.8 6,700,000 28.1 ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金 6,443,871 27.7 6,435,693 27.0 8,178

 (1)資 本 準 備 金 3,435,693 3,435,693  ―

 (2)その他資本剰余金 3,008,178 3,000,000  8,178

  1.資本準備金減少差益 3,000,000 3,000,000  ―

  2.自己株式処分差益 8,178 ―  8,178

Ⅲ 利 益 剰 余 金 2,455,762 10.6 2,816,065 11.8 △360,303

 (1)利 益 準 備 金 414,000 414,000  ―

 (2)任 意 積 立 金 2,030,000 2,000,000  30,000

    別 途 積 立 金 2,030,000 2,000,000  30,000

当 期 未 処 分 利 益 11,762 402,065  △390,303

Ⅳ その他有価証券評価差額金 43,758 0.2 60,751 0.2 △16,993

Ⅴ 自  己  株  式 △282,190 △1.2 △837,663 △3.5 555,472

資 本 合 計 15,361,201 66.1 15,174,847 63.6 186,354

負 債 ・ 資 本 合 計 23,226,410 100.0 23,856,206 100.0 △629,795
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 損  益  計  算  書  
                                                                  （単位：千円） 

当  会  計  年  度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前  会  計  年  度 
自 平成15年4月  1日 
至 平成16年3月31日 

         期  別 
 
              
科   目 金    額 百分比 金    額 百分比 

 ％  ％

Ⅰ 売 上 高 16,049,019 100.0 20,130,174 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 13,887,558 86.5 17,284,537 85.9

売 上 総 利 益 2,161,460 13.5 2,845,636 14.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,285,959 14.3 2,800,438 13.9

営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 （ △ ） 

△124,498 △0.8 45,198 0.2

Ⅳ 営 業 外 収 益 288,659 1.8 366,240 1.8

1.受取利息・配当金 58,108 75,658 

2.不 動 産 賃 貸 収 入 130,231 168,697 

3.その他の営業外収益 100,320 121,883 

Ⅴ 営 業 外 費 用 100,121 0.6 131,540 0.6

1.支 払 利 息 23,661 37,259 

2.不 動 産 賃 貸 費 用 49,132 60,324 

3.その他の営業外費用 27,326 33,955 

経 常 利 益 64,039 0.4 279,898 1.4

Ⅵ 特 別 利 益 292,055 1.8 196,193 1.0

1.投資有価証券売却益 43,450 152,563 

2.固 定 資 産 売 却 益 241,925 7,820 

3.その他の特別利益 6,679 35,808 

Ⅶ 特 別 損 失 527,308 3.3 119,929 0.6

1.固 定 資 産 売 却 損 35,956 2,103 

2.固 定 資 産 除 却 損 52,133 6,324 

3.投資有価証券評価損 20,000 ― 

4.関係会社株式売却損 8,000 ― 

5.退職給付会計基準変更時 

差異による退職給付費用 
43,955   58,607 

6.役 員 退 職 金 250,695 6,300 

7.理事・執行役員退職金 56,580 ― 

8.前期負担分社会保険料 ― 20,776 

9.経営統合関連費用 40,104 24,000 

 10.その他の特別損失 19,883 1,817 

税引前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

△171,213 △1.1 356,162 1.8

法人税､住民税及び事業税              16,715 0.1 19,960 0.1

法 人 税 等 調 整 額 85,309 0.5 61,311 0.3

当 期 純 利 益 
又は当期純損失（△） 

△273,237 △1.7 274,890 1.4

前 期 繰 越 利 益 329,858 201,237 

合併による未処分利益受入額 31,885 ― 

中 間 配 当 額 76,742 74,062 

当 期 未 処 分 利 益 11,762 402,065 
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〔重要な会計方針        〕 
１． 有価証券の評価基準および評価方法 
（１）満期保有目的の債券 償却原価法 
(２）子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法 
（３）その他有価証券 
          時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定） 

                時価のないもの 移動平均法による原価法 
２．たな卸資産の評価基準および評価方法 
（１）製品、半製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法 
（２）貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

定率法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。建物31年～47年、構築物10年～40年、機械
及び装置10年～12年。 
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法
によっております。 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。 

（３）長期前払費用 

均等償却をしております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

４．引当金の計上基準 
(１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額を計
上しております。 
なお、会計基準変更時差異（293百万円）については、5年による按分額を費用処理しており
ます。 
また、数理計算上の差異は、主としてその発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15
年間）による定額法により、翌期から費用処理することとしております。 

５．リース取引の処理方法         
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



- 6 - 

 
６．重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用してお
ります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段）金利スワップ 
（ヘッジ対象）借入金の利息 

③ ヘッジ方針 
当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ
対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワップを締結しております。 
Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致している。 
Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約期間および満期が一致している。 
Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払いされる変動金利のインデ 
ックスが、ＴＩＢＯＲ＋0.675％で一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。 
Ⅴ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して一定である。従って、金利スワップの 
特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の評価を省略しております。 

７．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
〔追加情報〕 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9号）が平成 15年 3月 31 日に公布され、平成
16 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度か
ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16年
2 月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割に
ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、販売費及び一般管理費、営業損失およ
び税引前当期純損失が 24,394 千円増加し、経常利益が 24,394 千円減少しております。 
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[注 記 事 項] 
（貸借対照表関係） 

 当 会 計 年 度     前 会 計 年 度 
１．関係会社に対する短期金銭債権 ２，７７６，８２９千円 ３，２２７，４７７千円 

 
２．有形固定資産の減価償却累計額 １２，５２６，６８７千円 １２，６６８，６４０千円 

 
３．株式の状況 
 授 権 株 式 数 ７０，０００，０００株 ７０，０００，０００株 
 発 行 済 株 式 総 数 ３１，７４６，１８７株 ３１，７４６，１８７株 

(注)株式消却が行われた場合には、それに相当する株式数を減ずる旨定款で定め
ております。 

 
４．担保資産に供している資産 
 建       物 ― 千円 １,０５４,４００千円 
 構 築 物          ― 千円 ８５,３３４千円 
 機 械 及 び 装 置          ― 千円 １,４９９,１０１千円 
 土       地 ― 千円 ９２８,３７０千円 

計     ― 千円 ３,５６７,２０７千円 
 
５．関係会社に対する短期金銭債務  ３６７，１４６千円 ３８１，５８５千円 

 
６．保 証 債 務 ３５１，７７６千円 ４１０，６０８千円 

 

７．期末日満期手形の会計処理 
  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 
  なお、当期末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
         受 取 手 形 ２８０，３９１千円 ― 千円 

 
８．自己株式の保有数  
 普 通 株 式  １，０００千株 ２，８６３千株 
 
９．配当制限 

商法施行規則、124 条第 3号に規程する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 
  ４３，７５８千円 ６０，７５１千円 

（損益計算書関係） 
                            当 会 計 年 度      前 会 計 年 度 
１．関係会社との取引 

      営業取引  売上高 ２，６２４，６１８千円 ３，２８１，１６３千円 
     仕入高 ２，５９０，４５４千円 ３，５４２，３１２千円 
      営業取引以外の取引 １０８，５８１千円 １３６，１８２千円 
 
２．研究開発費の総額 ３４，３０７千円 ４７，５００千円 
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（リース取引関係） 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
当会計年度 取得価額相当額 減価償却累計額         当 期 末 

相 当 額                残高相当額 
有形固定資産 
(機械及び装置) １３，４６０千円 ６，５４９千円 ６，９１０千円 
(車両運搬具      ) ３，１１４千円 ２，８５５千円 ２５９千円 
(そ の 他      ) ８８，１８７千円 ５７，１７１千円     ３１，０１６千円 
無形固定資産 
(ソフトウェア) ３３，３３４千円 １３，０９７千円     ２０，２３６千円 
合 計       １３８，０９６千円 ７９，６７３千円 ５８，４２２千円 

 
前会計年度 取得価額相当額 減価償却累計額         前 期 末 

相 当 額                残高相当額 
有形固定資産 
(機械及び装置) １０，０００千円 ５，２３８千円 ４，７６１千円 
(車両運搬具      ) ３，１１４千円 ２，３８７千円 ７２６千円 
(そ の 他      ) １１２，５２０千円 ７２，５３５千円     ３９，９８４千円 
無形固定資産 
(ソフトウェア) ４０，２３５千円 ８，５４３千円     ３１，６９１千円 
合 計       １６５，８７０千円 ８８，７０５千円 ７７，１６５千円 

    ２．未経過リース料期末残高相当額 
                                     当 会 計 年 度     前 会 計 年 度 

 １ 年 以 内       １５，７４２千円 ２４，４８３千円 
 １ 年 超       ４４，９２３千円 ５５，２１３千円 
 合 計       ６０，６６５千円 ７９，６９７千円 
 

    ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
                           当 会 計 年 度     前 会 計 年 度 

 支 払 リ ー ス 料 １５，７３５千円 ３０，０５０千円 
 減価償却費相当額 １４，９１４千円 ２８，００５千円 
 支 払 利 息 相 当 額 ９７６千円 １，８７５千円 

 
 

    ４．減価償却費及び利息相当額の算定方法 
   ・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
   ・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によっております。 

（有価証券） 
子会社および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                            当 会 計 年 度      前 会 計 年 度 
繰延税金資産 

 賞 与 引 当 金 損 金 
 算 入 限 度 超 過 額 ４２，３３６千円 ８２，２７３千円  
 貸 倒 引 当 金 損 金 
 算 入 限 度 超 過 額 ９，１７１千円 １０，１９７千円  
 未 払 事 業 所 税 ５，０４５千円 ６，８３０千円 
 一括償却資産損金超過額 ３，７２２千円 ４，５７３千円 
 投資有価証券評価損否認 １３４，２３３千円 １３４，２１２千円 
 関係会社株式評価損否認 １３５，１８１千円 １３５，１８１千円 
  
 退 職 給 付 引 当 金 
 損金算入限度超過額 ２４２，７２８千円 ２０６，９８４千円  
 退職給付信託設定に伴う 
 退 職 給 付 費 用 否 認 １１５，７９５千円 １１３，９７７千円 
 税務上の繰越欠損金 ６４，４９７千円 １２５，０５７千円 
 その他有価証券評価差額金 －千円 －千円 
 そ の 他 １３９，４５６千円 １３，８３４千円 
 小 計 ８９２，１６９千円 ８３３，１２２千円 
 評 価 性 引 当 金 △２６９，４１４千円 △１２５，０５７千円 
 繰 延 税金資産合計 ６２２，７５４千円 ７０８，０６４千円 
 

繰延税金負債 
 繰 延 税金負債合計 △４２，６０６千円 △４３，４３７千円 
 
 繰延税金資産の純額 ５８０，１４８千円 ６６４，６２７千円 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
                            当 会 計 年 度      前 会 計 年 度 

法定実効税率 ― ％ ４０．３５％ 
（ 調 整 ） 

 交際費等永久に損金に 
 算 入 され ない 項 目 ― ％ ２.９８％ 
 受取配当金等永久に益金 
 に算入されない項目 ― ％ △１.１１％ 
 住 民 税 均 等 割 等 ― ％ ５.２６％ 

評 価 性 引 当 金  ― ％ △３１.０７％ 
 税率変更による期末 
 繰延税金資産の増額修正 ― ％ ０.３０％ 
 そ の 他 ― ％ ６.１１％ 
 税効果会計適用後の 
 法 人 税等 の負 担 率 ― ％ ２２.８２％ 
 

 
（注）当会計年度におきまして当期純損失を計上しておりますので法定実効税率と 

税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異についての記載を省略しております。 
 

（1 株当り情報） 
 

1 株当り純資産額  ４９９円６２銭 ５２５円３９銭 
 

1 株当り当期純利益又は当期純損失(△)  △９円２７銭 ９円２２銭 
 

潜在株式調整後 1株当り当期純利益  ― ８円９４銭 
  
 


